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はじめに 

 本調査結果は、『政策の優先順位づけにおける意
思決定構造の実証的研究－都市自治体行政を対
象に』（科学研究費・基盤研究（C）研究代表：佐藤
徹、2011年度～2013年度）の一環として実施した『
行政経営に関する全国自治体調査』（A票、B票、C

票の3種）の第1報です。調査結果の一部を抜粋し
たものです。 

 “佐藤徹『行政経営に関する全国自治体調査（概要
版）－第1報－』 （2013年5月）”と出典を明記して頂
ければ、引用・転載を自由に行うことができます。 
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調査概要 

3 

調査主体 高崎経済大学地域政策学部・佐藤徹研究室 

調査期間 平成24（2012）年10月～11月 

調査対象 全国自治体810団体（市及び東京都特別区） 

調査方法 郵送法（電子メールによる回答も可） 

調査内容 

Ａ 
 

票 

総合計画
担当課宛 

Ⅰ総合計画の概要，Ⅱ総合計画と行政評
価の関係，Ⅲ総合計画と予算編成の関係，
Ⅳ組織形態，Ⅴ総合計画担当部門の権
限・役割 

73.5％
（596 

団体） 

Ｂ 

票 

行政評価
担当課宛 

Ⅰ行政評価の概要，Ⅱ行政評価と総合計
画の関係，Ⅲ行政評価と予算編成の関係，
Ⅳ行政評価における職場議論，Ⅴ行政評
価担当部門の権限・役割 

73.8％
（598 

団体） 

Ｃ 

票 

財政担当
課宛 

Ⅰ予算編成の概要，Ⅱ予算編成と総合計
画の関係，Ⅲ予算編成と行政評価の関係，
Ⅳ財政担当部門の権限・役割 

81.0％
（656 

団体） 



総合計画と行政経営に関する 

全国自治体調査【A票】の概要 



Q1 基本構想の有無 

有 

98.1 

無 

1.9 

 
 N = 592 

※数値は％を示す 



Q1 基本構想の計画期間の期限 

※数値は％を示す 6 

期限なし 
2.9 

期限あり 
97.1 

 
 N = 592 



Q1 基本構想の計画期間 
N=575 

7 

1.0 0.3 
4.9 

1.7 

77.7 

1.6 2.3 0.3 3.0 0.2 0.7 0.2 
3.8 2.3 

※数値は％を示す 



Q1 基本構想の開始年度（平成） 
N=590 
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※数値は％を示す 



Q1 基本計画の有無 

※数値は％を示す 9 

有 

98.1 

無 

1.9 
 

 N = 592 



Q1 基本計画の前・後期区分の有無 

※数値は％を示す 10 

区分なし 

25.5 

区分あり 

74.5 

 

 N = 577 



Q1 基本計画の計画期間 
（前・後期区分なし） 

※数値は％を示す 
11 

0.7 2.2 

12.7 
4.5 1.5 

70.9 

7.5 

 N = 134 



Q1 基本計画の計画期間（前期） 

※数値は％を示す 
12 

1.9 
8.5 

82.6 

1.9 0.9 1.2 2.8 0.2 

 

 N = 425 



Q1 基本計画の計画期間（後期） 

※数値は％を示す 
13 

1.2 
7.9 

83.0 

2.6 1.2 0.7 0.7 2.4 0.2 

 

 N = 418 



Q1 実施計画の有無 

※数値は％を示す 
14 

有 
90.3 

無 
9.7 

 
 N = 589 



Q1 実施計画の計画期間 

※数値は％を示す 
15 

6.4 
3.1 

71.8 

5.2 
9.1 

4.4 

1年(n=33) 2年(n=16) 3年(n=371) 4年(n=27) 5年(n=47) 6年以上(n=23) 

 
 N = 517 



Q4 総合計画策定過程における 
市民討議会の実施 

※数値は％を示す 16 

過去に実施あり 
9.8 

過去に実施なしだが、今後

実施予定 
0.9 

過去に実施なしだが、今後

実施を検討中 

31.4 

過去に実施なしで、今後も

実施予定なし 
51.9 

その他 
6.0 

 
 N = 580 



Q5 実施計画の策定方式 

※数値は％を示す 
17 

ローリング方式 

85.0 

固定方式 

12.1 

その他の方式 

2.8 

 
 N = 528 



Q5-1 ローリング方式のサイクル年数 

※数値は％を示す 
18 

1年ごと 
69.6 

2年ごと 
3.4 

3年ごと 
25.7 

その他 
0.7 特に決まっていない 

0.7 

 

 N = 447 



Q6 実施計画に計上されている事業情報 

※数値は％を示す 

19 

99.2 

88.9 

83.0 

25.8 

27.9 

83.0 

48.5 

85.8 

14.9 

事業名称(n=526) 

事業実施年度(n=471) 

事業所管部局(n=440) 

事業の活動指標とその目標値(n=137) 

事業の成果指標とその目標値(n=148) 

事業費(n=440) 

事業費の財源内訳(n=257) 

事業の概要(n=455) 

その他(n=79) 

 
 N = 530 



Q7 実施計画に計上されている事業の本数 

※数値は％を示す 
20 

10.1 

31.8 

19.4 

15.2 

7.2 
5.7 

3.4 
1.9 2.1 

0.4 
2.7 

 
 N = 525 



Q8 実施計画における事業の計上方式 

※数値は％を示す 21 

一括して計上 
16.0 

年度別に計上 
79.5 

最初だけ年度別で残余は一括

計上 
4.5 

 
 N = 507 



Q9 実施計画に計上する事業の選択方法 

※数値は％を示す 22 

優先順位や優先度はつけてい

ない 
66.5 

優先順位づけを行っている 
11.0 

優先度づけをおこなっている 
22.4 

 
 N = 526 



Q10 実施計画に計上する事業の選択基準 

※数値は％を示す 23 

12.5 

50.7 

32.1 

38.0 

32.9 

28.0 

20.8 

11.7 

70.9 

15.7 

特に存在しない(n=66) 

政策実現性(n=268) 

規模性(n=170) 

先導性(n=201) 

緊急性(n=174) 

継続性(n=148) 

成熟性(n=110) 

管理性(n=62) 

政策貢献性(n=375) 

その他(n=83) 

 
 N = 529 



Q11-1 実施計画に計上する      
新規ソフト事業の下限額の有無 

※数値は％を示す 24 

有 
14.9 

無 
67.0 

計上していない 
18.0 

 
 N = 522 



Q11-2 実施計画に計上する      
継続ソフト事業の下限額の有無 

※数値は％を示す 
25 

有 
15.5 

無 
65.1 

計上していない 
19.3 

 
 N = 522 



Q11-3 実施計画に計上する      
新規ハード事業の下限費の有無 

※数値は％を示す 
26 

有 
19.0 

無 
65.5 

計上していない 
15.4 

 
 N = 525 



Q11-4 実施計画に計上する      
継続ハード事業の下限費の有無 

※数値は％を示す 
27 

有 
20.0 

無 
64.4 

計上していない 
15.6 

 
 N = 525 



Q12 実施計画に計上していない事業 

※数値は％を示す 28 

57.3 

80.8 

77.8 

58.3 

42.9 

50.6 

40.3 

27.0 

36.3 

11.3 

施設の経常的な維持補修(n=284) 

内部管理事務(n=401) 

定型的な窓口業務(n=386) 

税の徴収・賦課業務(n=289) 

人件費のみで対応できる事務(n=213) 

法定受託事務(n=251) 

国、都道府県、民間等が主体の事業(n=200) 

出資金等の拠出団体が行う事業(n=134) 

臨時的事業(n=180) 

その他(n=56) 

 
 N = 496 



Q13-1 実施計画の進行管理方法 

※数値は％を示す 29 

12.3 

56.6 

35.0 

24.8 

14.2 

13.8 

特に行っていない(n=65) 

事務事業評価(n=299) 

事業ヒアリング(n=185) 

予算査定(n=131) 

庁議や政策調整会議等(n=75) 

その他(n=73) 

 
 N = 528 



Q13-2 実施計画に計上された事業の 
進行管理上のチェック・ポイント 

※数値は％を示す 
30 

38.1 

40.3 

17.3 

54.9 

86.7 

5.3 

予算措置の有無(n=172) 

予算額(n=182) 

予算執行率(n=78) 

目標達成率(n=248) 

実施状況(n=392) 

その他(n=24) 

 
 N = 452 



Q15 実施計画の公表状況 

※数値は％を示す 31 

48.4 

22.3 

10.9 

16.6 

10.9 

議会へ説明後に公表(n=254) 

公表しているが議会へは説明せず(n=117) 

要望があれば提供(n=57) 

行政の内部資料(n=87) 

その他(n=57) 

 
 N = 525 



行政評価と行政経営に関する 

全国自治体調査【B票】の概要 



Q1-1 事務事業評価の導入状況 

※数値は％を示す 

33 

実施中 

72.8 

試行中 

6.9 

検討中 

5.5 

導入予定なし 

3.5 

休止中 

7.9 

現在は廃止 

3.4 

 
 N = 595 



Q1-2 施策評価の導入状況 

※数値は％を示す 
34 

実施中 

40.8 

試行中 

6.8 

検討中 

25.8 

導入予定なし 

18.6 

休止中 

4.8 

現在は廃止 

3.2 
 

 N = 586 



Q1-3 政策評価の導入状況 

※数値は％を示す 

35 

実施中 

13.2 

試行中 

2.1 

検討中 

22.9 
導入予定なし 

58.5 

休止中 

1.7 

現在は廃止 

1.6 

N = 576 



Q3-1-1 事務事業評価の導入年度(平成) 

※数値は％を示す 36 

1.0 

2.7 

6.0 

7.2 
8.0 

6.5 

8.9 
8.2 

12.3 

8.4 

10.4 

7.0 7.2 
6.3 

 N = 415 



Q3-1-2  事務事業評価のサイクル年数 

※数値は％を示す 37 

92.9 

0.7 
5.1 

1.0 0.2 

1年(n=380) 2年(n=3) 3年(n=21) 4年(n=4) 5年以上(n=1) 

 N = 409 



Q3-1-3 事務事業評価の対象数 

※数値は％を示す 38 

29.0 

21.7 
20.2 

14.8 

8.3 
6.1 

N = 411 



Q3-1-4 事務事業評価は事前評価であるか 

※数値は％を示す 39 

はい 

22.5 

いいえ 

77.5 

N = 431 



Q3-1-4 事務事業評価は事中評価であるか 

※数値は％を示す 
40 

はい 

18.1 

いいえ 

81.9 

 N = 431 



Q3-1-4 事務事業評価は事後評価であるか 

※数値は％を示す 
41 

はい 

84.2 

いいえ 

15.8 

 N = 431 



Q3-2-1 施策評価の導入年度（平成） 

※数値は％を示す 
42 

0.9 

3.4 3.9 4.3 4.7 
3.4 

14.7 14.2 

11.2 

6.9 

9.1 

10.8 

12.5 

 N = 232 



Q3-2-2 施策評価のサイクル年数 

※数値は％を示す 
 

43 

88.9 

2.7 4.0 1.3 3.1 

1年(n=200) 2年(n=6) 3年(n=9) 4年(n=3) 5年以上(n=7) 

 N = 225 



Q3-2-3 施策評価の対象数 

※数値は％を示す 
 

44 

5.2 

26.7 

33.2 

9.9 
7.3 

17.7 

 N = 232 



Q3-2-4 施策評価は事前評価であるか 

※数値は％を示す 

 
45 

はい 

9.7 

いいえ 

90.3 

N = 238 



Q3-2-4 施策評価は事中評価であるか 

※数値は％を示す 

 
46 

はい 

17.6 

いいえ 

82.4 

 N = 238 



Q3-2-4 施策評価は事後評価であるか 

※数値は％を示す 
 

47 

はい 

81.9 

いいえ 

18.1 

N = 238 



Q3-3-1 政策評価の導入年度（平成） 

※数値は％を示す 

 
48 

2.9 
4.4 

7.4 

1.5 

10.3 

5.9 

11.8 

14.7 

8.8 

13.2 

5.9 5.9 
7.4 

 N = 68 



Q3-3-2 政策評価のサイクル年数 

※数値は％を示す 
 

49 

79.4 

2.9 
7.4 5.9 

1.5 2.9 

 N = 68 



Q3-3-3 政策評価の対象数 

※数値は％を示す 

 50 

52.3 

18.5 

12.3 10.8 

1.5 
4.6 

 N = 65 



Q3-3-4 政策評価は事前評価であるか 

※数値は％を示す 
 51 

はい 

10.7 

いいえ 

89.3 

 N = 75 



Q3-3-4 政策評価は事中評価であるか 

※数値は％を示す 

 
52 

はい 

21.3 

いいえ 

78.7 

 N = 75 



Q3-3-4 政策評価は事後評価であるか 

※数値は％を示す 

 53 

はい 

72.0 

いいえ 

28.0 

 N = 75 



Q4 平成24年度に実施した 
事務事業評価の対象事業 

※数値は％を示す 

 
54 

3.7 

19.3 

19.1 

17.9 

17.9 

77.7 

70.2 

18.6 

平成24年度は事務事業評価を行っていない(n=16) 

平成25年度から新規に実施するソフト事業(n=83) 

平成25年度から新規に実施するハード事業(n=82) 

平成24年度から新規に実施するハード事業(n=77) 

平成24年度から新規に実施するソフト事業(n=77) 

平成23年度から実施したソフト事業(n=334) 

平成23年度に実施したハード事業(n=302) 

その他(n=80) 

N = 430 



Q5 事務事業評価の対象外 
となる事務事業 

※数値は％を示す 

 55 

29.8 

55.2 

36.7 

27.5 

29.8 

40.2 

39.6 

26.0 

23.1 

32.7 

施設の経常的な維持補修(n=103) 

内部管理事務(n=191) 

定型的な窓口業務(n=127) 

税の徴収・賦課に関する業務(n=95) 

人件費のみで対応できる事業(n=103) 

法定受託事務(n=139) 

国、都道府県、民間等が主体となる事業(n=137) 

出資金等を拠出している団体等が行う事業(n=90) 

臨時的事業(n=80) 

その他(n=113) 

 N = 346 



Q6 事務事業評価の対象の選定方法 

※数値は％を示す 

 
56 

48.8 

20.0 

7.4 

13.7 

14.7 

6.3 

8.6 

全部(n=210) 

実施計画事業の全部(n=86) 

実施計画事業の一部(n=32) 

予算事業の全部(n=59) 

予算事業の一部(n=63) 

全事務事業の棚卸後、その中から一部(n=27) 

その他(n=37) 

 N = 430 



Q8 事務事業評価のコスト算定の範囲 

※数値は％を示す 

 57 

8.1 

89.3 

71.2 

75.2 

7.0 

9.3 

3.2 

コスト算定は行っていない(n=35) 

直接事業費(n=385) 

間接事業費(n=307) 

人件費(n=324) 

減価償却費(n=30) 

退職給与引当(n=40) 

その他(n=14) 

 N = 431 



Q9 おかしな成果指標の有無 

※数値は％を示す 

 
58 

ほとんどない 

32.2 

あまりない 

28.2 

ややある 

34.4 

かなりある 

5.3 

 N = 419 



Q10 ロジックモデルの活用状況 

※数値は％を示す 

 
59 

ロジックモデルは作

成していない 

82.2 

総合計画の策定時

に作成し指標導出

に活用 

3.1 

行政評価にあたり

作成し指標導出に

活用 

8.4 

総合計画の策定時

に作詞し妥当性評

価に活用 

0.8 

行政評価にあたり

作成し妥当性評価

に活用 

3.1 

その他 

2.4 

N = 490 



Q12-1 政策評価の手法 

※数値は％を示す 

 60 

56.3 

29.6 

11.3 

14.1 

32.4 

18.3 

ベンチマーキング(n=40) 

有効性分析(n=21) 

優先順位づけ(n=8) 

優先度づけ(n=10) 

妥当性評価(n=23) 

その他(n=13) 

 N = 71 



Q12-2 施策評価の手法 

※数値は％を示す 
 61 

70.8 

44.2 

10.6 

26.5 

43.4 

12.4 

ベンチマーキング(n=160) 

有効性分析(n=100) 

優先順位づけ(n=24) 

優先度づけ(n=60) 

妥当性評価(n=98) 

その他(n=28) 

 N = 226 



Q13 政策評価（又は施策評価）と 
事務事業評価の関係 

※数値は％を示す 

 62 

連動しながら同時

並行 

36.9 

同時並行だが連

動していない 

10.2 

政策評価（又は施

策評価）の結果を

踏まえて事務事業

評価を実施 

3.9 

事務事業評価の

結果を踏まえて政

策評価（又は施策

評価）を実施 

45.1 

その他 

3.9 

 N = 206 



予算編成と行政経営に関する 

全国自治体調査【C票】の概要 



Q2 予算編成方針の作成方法 

64 

財政担当部門と総

合計画担当部門な

どで協議して作成 

1.4 

財政担当部門で作

成した後、首長の承

認を得る 

61.7 

財政担当部門と総

合計画担当部門な

どで協議した後、首

長の承認を得る 

22.9 

首長の意向を受け

て、財政担当部門内

で作成 

7.3 

首長の意向を受け

て、財政担当部門と

総合計画担当部門

で協議し作成 

3.7 

その他 

3.1 

 N = 655 

※数値は％を示す 

 



Q3 予算編成方針の記載事項 

65 

97.6 

87.9 

73.6 

53.6 

58.2 

52.1 

24.4 

33.9 

8.9 

財政環境(n=639) 

国あるいは都道府県の動向(n=576) 

各経費の要求要領(n=482) 

要求限度（シーリング等）(n=351) 

予算編成の日程(n=381) 

翌年度の重点施策(n=341) 

政策等の優先順位(n=160) 

標準単価(n=222) 

その他(n=58) 

 N = 655 

※数値は％を示す 

 



Q4 予算全体の規模に関する見通し 

66 

持っていない 

11.9 

歳入や歳出に関

するおおよその積

み上げによる 

52.8 

前年度予算規模

と税収の伸び率

等による 

25.0 

その他 

10.3 

 N = 653 

※数値は％を示す 

 



Q5-1 枠配分予算制度の導入状況 

67 

導入済 

47.7 

導入予

定 

0.9 

試行中 

1.2 

検討中 

3.8 

導入予定なし 

30.6 

現在は廃止 

15.7 

 N = 654 

※数値は％を示す 

 



Q5-1 枠配分予算制度の導入年度（平成） 

68 

2.8 3.1 3.5 

9.0 

24.2 23.5 

15.6 

11.1 

7.3 

 N = 289 

※数値は％を示す 

 



Q5-3 枠配分予算制度の終了年度（平成） 
（廃止した自治体） 

69 

1.1 1.1 1.1 1.1 
4.3 

7.5 

35.5 36.6 

11.8 

 N = 93 

※数値は％を示す 

 



Q6 予算の枠配分の方法 

70 

69.6 

24.0 

3.8 

8.7 

9.0 

部別に配分(n=217) 

課別に配分(n=75) 

政策別に配分(n=12) 

施策別に配分(n=27) 

その他(n=28) 

 N = 312 

※数値は％を示す 

 



Q7 部や課にまたがる政策・施策 
の予算調整の方法 

71 

5.7 

37.1 

25.7 

31.4 

17.1 

17.1 

特に調整はしていない(n=2) 

当事者間で調整(n=13) 

庁内調整会議等の場で調整(n=9) 

財政担当部門が調整(n=11) 

総合計画担当部門が調整(n=6) 

その他(n=6) 

 N = 35 

※数値は％を示す 

 



Q8 枠配分予算制度の対象経費 

72 

18.9 

11.5 

81.1 

30.8 

12.8 

21.5 

経常的経費のうち扶助費、公債費等(n=59) 

経常的経費のうち人件費(n=36) 

経常的経費のうち義務的経費以外の経費(n=253) 

投資的経費(n=96) 

首長の公約や政策判断等によって実施される政策調整枠等
(n=40) 

その他(n=67) 

 N = 312 

※数値は％を示す 

 



Q9 枠配分予算制度の問題点 

73 

36.1 

28.5 

3.0 

10.5 

35.7 

特に問題はない(n=110) 

各部局長の能力の差によって部局間で不均衡が

生じる可能性がある(n=87) 

部局長の権限を強める反面、首長の統制力が弱く

なる(n=9) 

事業全てに精通した職員が少なくなる(n=32) 

その他(n=109) 

 N = 305 

※数値は％を示す 

 



Q10 財政部局による 
予算ヒアリングの実施状況 

74 

1.4 

84.4 

5.4 

10.6 

6.1 

特に行っていない(n=9) 

すべての部局、経費について行っている(n=550) 

枠配分対象経費についてはヒアリングは行わない
(n=35) 

枠配分対象経費であっても枠配分額内に収まらな

かった事業については行う(n=69) 

その他(n=40) 

 N = 652 

※数値は％を示す 

 



Q11 事業別予算方式の採用状況 

75 

採用している 

83.9 

採用していない 

16.1 

 N = 651 

※数値は％を示す 

 



Q12-1 財政計画の策定状況 

76 

策定していない 

13.3 

実施計画と連動し

た財政計画を策定 

49.8 

実施計画とは特に

連動していないが

財政計画を策定 

29.4 

その他 

7.4 

 N = 652 

※数値は％を示す 

 



Q12-2 財政計画の期間 

77 

21.3 

5.3 

43.8 

1.5 1.7 0.6 0.2 

23.2 

2.5 

 N = 475 

※数値は％を示す 

 


